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１．はじめに 

 少子高齢化・共生社会に関する調査会は、少子高齢化・共生社会に関し長期的かつ総合

的な調査を行うため、第168回国会の平成19年 10月５日に設置され、調査テーマ「コミ

ュニティの再生」の下、調査を進めている。調査の１年目は、第169回国会の平成20年６

月４日、外国人との共生についての提言を含む調査報告書（中間報告）を議長に提出した。 

 調査の２年目は、「地域コミュニティの再生」を調査事項とし、参考人からの意見聴取及

び質疑、調査会委員間の自由討議等を行った。これらの議論を踏まえ、平成 21 年６月 10

日、４つの柱から成る18項目の提言を含む調査報告書（中間報告）を議長に提出するとと

もに、６月12日の本会議において、田名部匡省調査会長がその概要を報告した。 

以下、２年目の調査の概要及び提言の内容について紹介する。 

 

２．調査の概要 

 第 171 回国会においては、「地域コミュニティの再生」のうち、平成 21 年２月 18 日には、

地域の現状及び取組について、２月25日には、都市におけるコミュニティの問題点について、

４月８日には、地域コミュニティの活性化と経済的自立について、それぞれ参考人から意見を

聴取し、質疑を行った。参考人からの意見の主な内容は、(1)地域コミュニティの再生に当た

っては国内の高齢者を対象に経済活動を行うことが重要である、(2)少子高齢化に対応するた

め地域の実情に応じて行政と住民が協働する必要がある、(3)高齢者が自分の意見や経験をい

かすことのできる場を提供することが重要である、(4)高齢者のみ世帯について身辺自立のみ

ならず生活全面における自立が求められている、(5)在宅医療を推進し多職種連携により医療

と介護を包括的に提供する体制を整備することが重要である、(6)孤独死の防止等に向けたセ

ーフティネット構築には困難が伴う、(7)地域で生産や購入を行うことにより風景、文化等を

残すことが地域ブランドをつくることとなる、(8)他者と何かを分かち合うことによって生ま

れるものがコミュニティである、(9)農村女性として農業の魅力を発信していかなければ若い

担い手を確保することはできない、(10)住みよい町こそ優れた観光地である等であり、調査会

委員との間で活発な質疑が行われた。 

さらに、２月23日及び24日の２日間、滋賀県に委員を派遣し実情調査を行うとともに、こ

れらの調査を踏まえ、４月 15 日、中間報告の取りまとめに向けて調査会委員間の自由討議を

行った。そこで述べられた意見の内容は、(1)地域の多様性に着目した地域振興策の策定、(2)

高齢者の生きがいの創出と居場所づくりの必要性、(3)在宅医療促進のための環境整備、(4)地

産地消の促進策、(5)農村女性の経済的自立、(6)地域ブランド育成の重要性等である。 



 立法と調査 2009.7 No.294 46

以上の調査の結果、本調査会として意見を集約し、４つの柱から成る 18 項目の「地域

コミュニティの再生についての提言」を含む中間報告を取りまとめ、平成21年６月10日、

議長に提出した。 

  

３．地域コミュニティの再生についての提言  

（１）問題の背景 

我が国の少子高齢化は急速に進展しており、国立社会保障・人口問題研究所の推計によ

ると、2035年時点において、2005年に比べて９割以上の市区町村で人口が減少し、特に２

割以上減少する自治体が全体の６割以上に上る見通しである。また、高齢化率40％以上の

市区町村は４割以上に達し、自治や冠婚葬祭等の共同体としての機能維持に困難が生じる

とされる、いわゆる「限界自治体」の増加が懸念される。 

過疎地域において顕在化している地域コミュニティの活力低下の問題は、今後都市部も

含め全国的に深刻化することが予想される。高齢化と人口減少が同時進行する中で、地域

コミュニティにおける互助・共助の重要性は増していくものと考えられる。地域における

コミュニティの再生に向けた対応は、その効果がすぐには現れない長期的課題であるとと

もに、できるところからすぐに取り組まなければならない喫緊の課題でもある。地方は長

年高齢化・人口減少対策に取り組んできていることから、都市はその先行事例を学ぶこと

が求められる。加えて、地域コミュニティの問題の背景には若年人口の減少があることか

ら、少子化対策の一層の推進が重要である。 

 

（２）提言の内容 

「地域コミュニティの再生についての提言」の内容は以下のとおりである。 

 

提言の第一の柱は、総論についてである。 

第１は、地域の多様性の尊重である。地域コミュニティの再生に当たっては、気候風土、

歴史・伝統文化、生活様式等地域の多様性に着目することが重要である。平成の大合併に

より広域市町村が生まれているが、それぞれの地域の課題に対応した地域振興策が策定さ

れるべきである。その際、長野県栄村の「田直し」、「道直し」、「げたばきヘルパー」

等に見られるように、住民と行政が協働し、地域資源の活用を図ることも必要である。 

第２は、都市と地方との連携である。地方においては、高齢化、過疎化が進む農山漁村

の担い手不足問題に対処するため、都市との連携・交流、外部人材の導入を積極的に図る

必要がある。水源保全や環境面での中山間地域の貢献を下流の都市にも再認識させること

や、都市住民に農村の暮らしや農作業体験を提供すること等、都市との交流の活発化、連

携の強化が期待される。 

第３は、地方財源の確保である。地域コミュニティの維持が困難となる背景には、財政

危機により住民の生活を支える公共サービスが縮小しているという問題がある。住民の福

祉の増進を図るという、地方公共団体本来の使命と役割を発揮できるよう、安定した財源

の確保が求められる。 
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提言の概要 

 

一 総論 

１ 地域の多様性の尊重 

地域の多様性に着目した地域振興策の策定、住民・行政の協働による地域資源活用

２ 都市と地方との連携 

地方における都市との連携強化・交流の活発化、外部人材の積極的導入 

３ 地方財源の確保 

安定した財源の確保による地域コミュニティの維持、住民の福祉の増進 

 

二 医療・福祉等 

１ 医療体制の充実 

地方における公立病院の機能・役割の再評価と存続、小児医療の一層の充実 

２ 医療・介護における職種間の連携 

開業医と急性期病院による在宅医療の促進、職種間連携に対応した診療報酬の検討

３ 高齢者の生活支援 

地域包括支援センターの機能、人材の拡充・強化、地域における高齢者の孤立防止

４ 高齢者の住への配慮 

公共賃貸住宅等の供給促進・家賃補助、住と介護サービスが一体となった住宅整備

５ 高齢者が生き生きと働ける環境整備 

高齢者の就業機会確保、高齢者が生き生きと働くことができる環境整備 

 

三 経済的自立 

１ 地域資源の活用 

地域の各種資源活用による地域の経済的自立、若年者の定着、福祉産業の振興 

２ 地域ブランド、コミュニティビジネスの育成 

地域デザインによるブランド差別化の導入、人材の育成 

３ 地産地消運動の拡大 

地産地消運動の顕彰・広報、消費者の購買の奨励、学校給食での地元産品の使用 

４ 農村女性の経済的自立 

農村女性の起業等における有望事業の顕彰、各種融資、女性の普及指導員の増員 

５ 農業の新たな担い手の確保 

農業関係団体役員における女性比率の拡大、若年層の農業定着のための条件整備 

６ ツーリズムの一層の推進 

ツーリズム振興のための条件整備、景観の保全、各種イベントの開催等の取組 

 

四 互助・共助 

１ 地域のきずなの再生 

地域で集まる場所の整備、ニュータウンでの単身高齢者のセーフティネット構築 

２ ワーク・ライフ・バランスの重視 

在職中からの仕事と地域活動の共存、企業における従業員の地域活動への援助 

３ リーダーの育成・人材確保 

地域振興・高齢化対策のリーダーの育成・人材の確保、人材育成への公的支援 

４ ＮＰＯ等への資金面での配慮 

財政的基盤の脆弱なＮＰＯに対する行政の支援、民間資金の地域振興への導入 
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提言の第二の柱は、医療・福祉等についてである。 

第１は、医療体制の充実である。適切な医療の確保は、地域生活を営む上での基礎的条

件であるが、財源不足、公立病院における医師・看護師不足により、特に地方において病

院や病棟の閉鎖が進んでいる。住民の健康を守る観点から、公立病院の機能・役割を再評

価し、その存続に努めるなど必要な地域医療体制を確立すべきである。また、少子化の進

展に対応するため、小児医療の一層の充実が求められる。 

第２は、医療・介護における職種間の連携である。患者、家族、主治医、看護師、ケア

マネジャー等が密接に連携し、入院、リハビリ、在宅での療養・看護が切れ目なく行われ

ている地域もあることから、医療・介護を包括的に提供する体制整備を行うべきである。

在宅医療の促進のため開業医と急性期病院との連携を図り、併せて勤務医の負担軽減に努

めるべきである。同時に、職種間の連携による医療システムに対応した診療報酬について

検討が求められる。 

第３は、高齢者の生活支援である。介護の一層の社会化、高齢者の自立の推進に当たっ

ては、介護保険制度の更なる充実を始め、地域における高齢者の生活状況を把握し、支援

する機能が地域包括支援センターに求められる。同センターの機能、人材の拡充・強化を

行うとともに、地方公共団体とのより一層の連携を進め、地域において高齢者が孤立する

ことのないよう努めるべきである。 

第４は、高齢者の住への配慮である。高齢者の生活の自立において、住宅の占める役割

は大きく、賃貸住宅に居住する高齢者にとって家賃が大きな負担となっている。公共賃貸

住宅等の供給促進、家賃補助の拡充等が必要であるとともに、高齢者の状況に応じた、住

まいと介護サービスが一体となった住宅の整備、バリアフリー化の一層の推進に努めるべ

きである。 

第５は、高齢者が生き生きと働ける環境整備である。高齢者の多様な生き方を可能とす

ることにより、社会への貢献、生きがいの享受、健康面での改善等が期待できる。高齢者

の就業機会確保は、地方のみならず、今後高齢者が急増する大都市圏においても重要な課

題であり、高齢者が生き生きと働くことができる環境の整備が求められる。 

 

提言の第三の柱は、経済的自立についてである。 

第１は、地域資源の活用である。地域コミュニティの再生のためには、地域の人材、産

業、各種資源の十分な活用、地域内での経済循環の促進、地域の経済的自立が重要であり、

そのことにより住民が地域に住み続け、若年者が定着することが可能となる。また、介護・

福祉分野は、地域における経済的効果が期待できることから、福祉関連産業の振興が求め

られる。 

第２は、地域ブランド、コミュニティビジネスの育成である。現在でも新たに人口が流

入してくる地域の多くは、生活文化に支えられた、当該地域でしか生産できない地域ブラ

ンドを有しており、地域デザインによるブランド差別化の考え方を地域づくりに導入して

いくことが必要である。コミュニティビジネスの育成、地域ブランドの確立が求められ、

そのような産品を開発し、生産と流通を軌道に乗せるため、地理的条件や地域社会の枠組
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みを超えた事業展開に対する支援、経験交流等を通じた人材の育成が急務である。 

第３は、地産地消運動の拡大である。地産地消運動は、食の安全をも視座に入れた農林

水産業の採算性の確保策として大きな可能性を持つと考えられるため、顕彰・広報等を一

層推進する必要がある。また、食料の輸送距離と量の指標であるフードマイレージに着目

し、地産地消を意識した消費者の購買行動を奨励する取組が望まれる。さらに、学校給食

において地元産品を使用することは、教育面からも重要であり、その促進を図るべきであ

る。 

第４は、農村女性の経済的自立である。農村女性の起業等による経済的自立は、女性の

社会参加機会の拡大に加えて、農家所得の増加にとっても有効であるが、周囲の無理解、

初期資本の不足、メンバーの高齢化等が円滑な事業運営の障害となっている事例もある。

国、地方公共団体等においては、有望な事業の顕彰のみならず、各種融資、事業化に対す

る研修やモデル事業を通じた支援等の充実、相談役としての都道府県の女性の普及指導員

の増員等が求められる。 

第５は、農業の新たな担い手の確保である。我が国の食の担い手である農林水産業従事

者の減少と高齢化が急速に進んでいるが、既存の小規模な家族経営農家に配慮するととも

に、農業の新たな担い手を確保することが求められる。そのためには女性農業者の働きが

社会的に認められ、農業の魅力を自ら発信することが必要である。また、農業部門に数多

く従事している女性の声を農政に反映していくため、農協等の農業関係団体役員における

女性比率の拡大等の実現が求められる。さらに、若年者の農業への定着のための条件整備

も重要である。 

第６は、ツーリズムの一層の推進である。今後予想される地方における人口減少は、地

域経済の縮小をもたらすことが危惧される。人口減少に伴う消費の縮小はツーリズムの拡

大によって補うことが可能であり、そのためにも有給休暇の取得促進等、ツーリズム振興

のための条件整備が求められる。また、受入側においても、住みよい町こそ優れた観光地

であるとの認識の下、景観の保全、各種イベントの開催等の取組が求められる。 

 

提言の第四の柱は、互助・共助についてである。 

第１は、地域のきずなの再生である。都市部を始めコミュニティにおいては、近隣の人

間関係の希薄化等地域のきずなのぜい弱化が進んでいる。地域住民が助け合う自治の心の

再生が必要であり、そのためには、住民が参画し、議論し、考えることが重要であり、地

域で集まる場所を整備し提供することが求められている。また「オールド・ニュータウン」

においては、単身高齢者のセーフティネット構築等の支援が必要である。 

第２は、ワーク・ライフ・バランスの重視である。地域を活性化するためには、世代を

問わず、仕事と生活を両立させるワーク・ライフ・バランスの考え方に基づき、地域活動

にも参加していくことが求められる。特に現役を引退した者が地域コミュニティに参加し

ない傾向が見られることから、在職中から仕事と地域活動を共存させる必要がある。また、

企業においては、社会と共に生きるという観点から、従業員の地域活動を援助するような

取組が求められる。 
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第３は、リーダーの育成・人材確保である。地域振興・高齢化対策を担っているＮＰＯ

等においては、個人の負担に依存する部分が大きいことや収益性に乏しいことから、リー

ダーの育成・人材確保が重要な課題となっている。当該地域以外の住民でも社会貢献を望

む人々が参画できる体制づくり、有為な人材への報酬の確保、国・地方公共団体等におけ

る人材育成に対する支援等が求められる。 

第４は、ＮＰＯ等への資金面での配慮である。ＮＰＯ等には、十分な財政的基盤を有し

ていない組織も多い。資金面における制約が、ＮＰＯ等の持続可能性にとって大きな障害

となっていることから、行政の支援のみならず、民間資金を地域振興に効果的に呼び込む

ための枠組づくりが求められる。 

 

４．おわりに 

本調査会は、地域コミュニティの再生について、参考人からの意見聴取に加え、滋賀県

に委員を派遣し実情調査も行っている。「未来を拓く共生社会の実現」を目指す同県の様々

な取組、女性農業者を中心とする地産地消運動による地域活性化の事例、地域の福祉サー

ビス・生活支援の拠点としてのＮＰＯ法人の活動等を視察するとともに、その問題点や課

題等について当事者との意見交換を行い、その成果を中間報告に反映させている。 

地域コミュニティの再生に関しては、問題が広範多岐にわたり、また様々なアプローチ

の方法がある。地域別に見ても、地方と都市部では事情は異なり、また切り口を変えて、

医療・福祉、コミュニティビジネス、地域内共助といった分野別に見ても、様々な問題が

ある。 

本調査会が当面する課題について取りまとめた提言については、政府はもとより、地方

公共団体、企業、各種団体等においてもその趣旨を理解し、これらの実現に向け取り組む

ことが強く望まれる。 
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